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令和８年度６月補正予算の概要 
 

令和８年６月１日 

 

 

１ 予算規模（一般会計） 
 

   補正額     １１，１１７百万円（令和７年度６月補正 ８，４３７百万円） 

 

   補正後    ４０７，２０４百万円（前年度同期   ３７３，８６２百万円） 

 

   補正前    ３９６，０８７百万円 
 

財 源  国庫支出金 ８，７８１百万円、県債 ９６３百万円 

基金繰入金 ３５７百万円、繰越金 ８３３百万円 など 

 

 

２ 主な内容  
    

国の補正予算編成を注視しつつ、県として取り急ぎ講ずべき対策を県議会に提出することとし、

中東情勢の長期化や物価高の影響を大きく受ける県内事業者への金融支援や生活困窮世帯への

家計負担緩和、ＬＰガス・特別高圧電力の料金高騰対策や福祉・保育施設・交通・私立学校・畜

産農家等への支援等の対策を講じる。 

また、人口戦略・地域未来戦略等の方向性を議論する「人口戦略県民会議」を設置するととも

に、人口減少対策特別プロジェクトとして新たに「えんトリーキューピッドマイレージ制度」の

創設、学生の就職活動等への交通費助成や地域の産業雇用対策を強化する。 

あわせて、部活動の生徒移動に係る安全確保対策の拡充を図るほか、防災体験、クマ対策、サ

イバー犯罪対策や危険木の事前伐倒等を推進する。更に、県立高専設置検討も含めた高校改革や

ＣＯＯＬとっとり誘客促進等、活力あるふるさとづくりを進める。 

 

 

３ 主な事業  

 

（１）中東情勢・物価高緊急対策（計１，８０９，８５８千円） 

 

・エネルギー・原材料価格高騰・円安対策特別金融支援事業 …………… ５９２，１２３千円 

  （※融資枠合計９０億円） 

中東情勢の影響に伴うエネルギー・原材料価格等の高騰や円安により、資金繰りに困難を期

している県内中小企業者等に対し、必要な資金の融資促進及び経営安定化を図るため、地域経

済変動対策資金の受付期間の延長を行うとともに、市町村と協調した実質無利子化を実施する。 

   （企業支援課） 

 

・家計負担激変緩和対策事業 …………………………………………………… ９２，０００千円 

  物価高騰の影響により、家計に大きな影響が及ぶと考えられる低所得者や多子世帯、児童扶

養手当受給世帯等に対して、市町村と協調して光熱費等支援を行う。  （孤独・孤立対策課） 

 

 

 

 

 

 

執行部資料２



 2

・社会福祉・保育施設等物価高騰対策支援事業 …………………………… ３７９，７９５千円 

     収入が公定価格で決まっているなど、物価の高騰分を価格転嫁できない社会福祉施設、保育

施設等の光熱費、食材費の高騰分に対して支援する。            （福祉保健課） 

 

・子ども食堂運営費高騰対策支援事業 …………………………………………… ８，３６０千円 

  物価高騰の影響を受けているこどもの居場所（子ども食堂等）の事業継続を図るため、光熱

水費や食材費の増加により上昇した運営費に対して支援する。        （家庭支援課） 

 

・交通事業者物価高騰対策支援事業 …………………………………………… １７，３００千円 

  物価高騰等の影響により厳しい経営環境におかれている地域交通事業者の事業継続を図る

ため、バス・タクシーの車両維持に要する費用や第三セクター鉄道の動力費等の高騰分に対し

て支援する。                              （交通政策課） 

 

・私立学校等物価高騰対策支援事業 ……………………………………………… ８，３５０千円 

  長期化する物価高騰の状況においても生徒の学習環境を確保するため、私立中学・高等学

校・各種学校・フリースクールの光熱費等の高騰分に対して支援する。    （教育学術課） 

 

・ＬＰガス料金高騰対策支援事業 …………………………………………… ２６４，５００千円 

  ＬＰガス契約者の負担軽減を図るため、定額制及び一般家庭より使用量の多い契約者に対し

て従量制による利用料金の軽減支援を行う。             （脱炭素社会推進課） 

 

・特別高圧電力料金高騰対策支援事業 ……………………………………… １００，０００千円 

  電力の特別高圧契約利用事業者（県内中小事業者等）の負担軽減を図るため、電気代高騰分

に対して支援する。                           （企業支援課） 

 

・土地改良区支援等事業（農業水利施設省エネルギー化推進対策） ………… ３，５００千円 

     土地改良区等が管理する農業水利施設の電力料等エネルギー価格高騰に対応するため、農業

水利施設の省エネルギー化及びコスト削減を行う土地改良区等の施設管理者を支援する。 

        （農地・水保全課） 

 

・畜産経営緊急救済事業 ………………………………………………………… ３０，９３０千円 

     飼料高騰の影響が畜産農家の経営を圧迫しているため、飼料高騰に係る国の対策や乳価値上

げでもなお負担が増加している酪農家に加え、同様に他の補填制度が十分ではなく価格転嫁が

困難な養鶏農家や肉牛・養豚農家等に対して支援する。           （畜産振興課） 

 

・肥育素牛高騰緊急対策事業 ……………………………………………………… ８，０００千円 

肥育素牛（和子牛）価格が急激に上昇していることから、高品質な「鳥取和牛」の持続的な

生産を後押しするため、県内の産肉能力の高い肥育素牛を導入する肥育農家に対し、購入費用

の一部を支援する。                           （畜産振興課） 

 

・県立特別支援学校給食費等負担軽減事業 ……………………………………… ５，０００千円 

  物価高騰の影響を受けている保護者の負担軽減を図るため、県立特別支援学校の学校給食費、

寄宿舎食費の増額分に対して支援する。                  （体育保健課） 

 

・物価高騰等緊急対応調整費 ………………………………………………… ３００，０００千円 

  長引く物価高騰に対応して実施する生活者・事業者支援等について予算枠が不足する際など、

緊急的に対応するとともに、公共調達における労務費を含めた価格転嫁を円滑に実施するため

の枠予算を増額する。                            （財政課） 
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（２）人口減少対策特別プロジェクト（計４２７，２１７千円） 

 

・人口戦略県民会議運営費 ……………………………………………………………… ５７２千円 

     人口減少をめぐる課題等を各界・県民で共有し、人口戦略・地域未来戦略等の方向性を議論

するため、産官学金労言や若者、女性をメンバーとする人口戦略県民会議を設置・運営する。 

                          （政策企画課） 

 

・えんトリーキューピッドによる出会いの機会増大事業 ……………………… ４，８３０千円 

  えんトリーで熱心に出会い・結婚支援を行うボランティアを後押しし、出会いの機会を創出

する活動を活性化するため、会員獲得から成婚に至るまでの一連の活動を評価する全国初のマ

イレージ制度を創設する。                       （子育て王国課） 

 

・鳥取県学生就職活動等交通費助成事業 ……………………………………… ２１，２６３千円 

  若者版「ふるさと来ＬＯＶＥとっとり」の登録学生を対象に、県内の就職活動やとっとりワ

クスタＦＥＳや企業見学ツアー等の就活イベント等への参加に要する交通費を助成する。 

                          （人口戦略課） 

 

・地域産業成長プラン推進事業 ……………………………………………… ３００，０００千円 

  地域産業成長プランに基づき、地場産業の成長・発展に向けた民間投資の促進を図り、強い

経済の実現を目指すため、今後策定するプランの実現に向けた民間企業等が行う地域資源のブ

ランド化や設備投資、人材確保・育成等の取組を機動的に支援する。     （人口戦略課） 

 

・地方発ＡＸ戦略推進フォーラム開催事業 ……………………………………… ５，０００千円 

ＡＸ時代の産業構造を見据えた人材育成やリスキリング支援を総合的に推進するため、県内

経営者等の意識変革を図り、ＡＸ成長戦略を県民一丸となって進めるためのフォーラムを開催

する。                                 （人口戦略課） 

 

   ・ＧＸバイオクラスター形成事業 ……………………………………………… ２０，０００千円 

本県西部に集積するバイオマス素材産業を基盤とした「ＧＸ分野」でのクラスター形成に取

り組むため、産業・学術機関・行政が連携する「とっとりＧＸバイオプラットフォーム」を立

ち上げ、技術開発支援、地域実証調査等に着手する。            （商工政策課） 

 

      ・工業団地整備支援事業 …………………………………………………………… ５，０００千円 

県・市町村の協調により工業団地整備を進め、企業投資の促進を図るため、新たに市町村職

員に対する工業団地整備に関する研修の提供、市町村による工業団地適地調査、基本計画策定

等の経費を支援する。                           （立地戦略課） 

 

・とっとり職種転換型トライアル雇用・研修一貫支援事業 ………………… ２４，０００千円 

 （Ｒ９債務負担行為 １５，０００千円） 

雇用のミスマッチ解消及び人口社会増反転へのきっかけを創出するため、特に人手不足感が

強いエッセンシャルワーカー等への就業を、職種転換も含めた形で促し、併せて大都市圏から

のＩＪＵターン希望者への働きかけを強化する。          （雇用・働き方政策課） 

 

・非正規雇用労働者等が働きながら学びやすい職業訓練 …………………… ４６，５５２千円 

正職員化のキャリアアップを目指す非正規雇用労働者等を対象に、介護分野、事務・ＩＴ分

野においてｅ-ラーニング等で働きながら学ぶことができる職業訓練を、民間教育訓練機関に

委託して実施する。                           （産業人材課） 
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（３）地域安心・安全の推進（計４，０７６，２６８千円） 

※主な事業は次のとおり 

 

・部活動の生徒引率に係る旅費支援事業 ……………………………………… １０，０００千円 

部活動における移動の安全を確保するとともに生徒・保護者の経済負担の軽減を図るため、

県立学校における生徒引率に係る貸し切りバスや公共交通機関等の利用に係る経費の一部を

支援する。                               （体育保健課） 

 

・部活動の生徒移動安全確保事業 ………………………………………………… ８，０００千円 

    部活動における移動の安全を確保するとともに生徒・保護者の経済負担の軽減を図るため、

私立学校に対して生徒引率に係る貸し切りバスや公共交通機関等の利用に係る経費や、引率を

行う教員等に対する安全運転研修実施経費の一部を支援する。        （教育学術課） 

 

・給電機能付地震体験車「３代目グラットくん」防災体験事業 ……………… ３，８３１千円 

  県民の自助・共助に対する防災意識向上を図るため、令和８年３月に導入した給電機能付地

震体験車「３代目グラットくん」の新機能（災害時の給電・照明）を集客施設等で体験する機

会を提供するとともに、自治会や学校等で行う地震模擬体験機会を拡大する。 （消防防災課） 

 

・子どもにもわかりやすい防災ガイドブック作成事業 ………………………… １，０００千円 

県民の自助・共助に対する防災意識向上を図るため、年齢等を問わず広く県民に啓発できる、

防災情報等をまとめた防災ガイドブックを新たに作成する。         （消防防災課） 

 

・地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金 ……………………………… １６５，０５９千円 

都道府県が策定した計画に基づき、福祉施設の防災・減災対策等を推進するため、高齢者施

設等が国土強靭化対策と一体的に行う大規模修繕等を支援する。        （長寿社会課） 

 

・鳥取県地域医療介護総合確保基金事業（医療分） ……………………… １８０，０００千円 

医療機関間での電子カルテ共有を推進し、かかりつけ医等が他病院における診断記録や検査

データを閲覧することで、患者の適切な治療に結び付けるため、県内医療機関が電子カルテ共

有システムを導入する場合のシステム改修経費を支援する。         （医療政策課） 

 

・感染症対策推進事業 …………………………………………………………………… １７９千円 

定期の予防接種等を受けた者に生じた健康被害について、医学的見地からの調査を行う市町

村設置の予防接種健康被害調査委員会の調査の平準化等を図るため、希望する市町村から委託

を受けて、新たに県が予防接種健康被害調査委員会を設置・運営する。（感染症対策センター）  

 

・ツキノワグマ等総合対策推進事業 …………………………………………… １０，７７０千円 

ツキノワグマの人の日常生活圏への出没・事故防止対策を強化するため、ＤＮＡ分析による

加害個体の識別を行うとともに、ＧＰＳを活用した行動分析、ＡＩを活用した自動判別センサ

ーカメラを用いた監視体制を構築する。                  （鳥獣対策課） 

 

・生活安全活動運営費 ……… ６，２９１千円（Ｒ９～Ｒ１３債務負担行為 ５，５２０千円） 

  地域の防犯力を高め、犯罪被害の未然防止を図るため、主要駅や繁華街等に新たに防犯カメ

ラを設置するとともに、町内会や商店街組合など、地域住民による自治組織が行う防犯カメラ

の購入、設置を支援する。                      （警察本部会計課） 
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・サイバー犯罪対策費 …………………………………………………………… １０，１７５千円 

  スマートフォンを経由した犯罪の情報入手、連絡、共謀、証拠隠滅等に対する捜査強化のた

め、スマートフォン解析資機材を新たに整備する。           （警察本部会計課） 

 

  ・農地防災事業（公共事業）  ６００，５７０千円（Ｒ９債務負担行為 ５２０，９００千円） 

     農村地域の防災力の向上を図るため、ため池や農業水路等の土地改良施設の防災・減災対策

を実施する。                            （農地・水保全課） 

 

   ・通学路安全対策事業（公共事業） ………………………………………… １４２，６５６千円 

     警察、道路管理者、学校関係者合同で行った通学路安全合同点検により指摘された通学路の

危険箇所において、歩道の整備等を実施する。               （道路企画課） 

 

・道路維持修繕費（公共事業） ………………………………………………… ２６，０００千円 

  大山周辺等における道路の安全確保等を進めるため、危険度の高い高木について台風シーズ

ンまでに伐倒するとともに、民地及び所有者不明地内の高木について所有者調査を実施する。 

       （道路企画課） 

 

・大山青年の家運営費 ……………………………………………………………… ２，７００千円 

  大山青年の家の利用者等が安全に充実した活動を行うことができる環境整備を図るため、敷

地内の危険な枯れ木の伐倒を行う。                    （社会教育課） 

 

 

 

（４）活力あるふるさとづくり（計４，８０３，３６９千円） 

※主な事業は次のとおり 

 

    ・鳥取県県立高等学校教育改革促進基金造成事業 …………………… ４，４６０，０００千円 

      産業イノベーション人材の育成に資する事業その他の高等学校教育の改革を先導する拠点

となる県立高等学校の創出のため、鳥取県県立高等学校教育改革促進基金への積立額を増額し、

県立高等学校の魅力化・特色化を推進する。                （高等学校課） 

 

   ・県立高等専門学校設置検討事業 ………………………………………………… １，２００千円 

地域産業のニーズに呼応した実践的な高度専門人材の育成を推進するため、高等教育改革推

進コンソーシアム内に「県立高専特別検討チーム」を立ち上げ、県立高等専門学校の設置につ

いて具体的な検討を実施する。                      （教育学術課） 

 

   ・鳥取砂丘コナン空港管理費（第２期コンセッション） 

……………………………………… （Ｒ９～Ｒ２８債務負担行為 １１，９９０，９２０千円） 

民間による空港管理の効率化、空港の利用促進、空港を拠点とした賑わい創出の実現を図る

ため、令和９年４月からの第２期コンセッションの運営権者に対して空港運営に必要な経費の

一部を運営交付金として交付する。                    （交通政策課） 

 

    ・ＣＯＯＬ（来ぅ～る）とっとり誘客促進事業 ……………………………… １６，０００千円 

      まんが王国とっとりのＣＯＯＬなコンテンツの発信のほか、テレビアニメ・ドラマ等のコラ

ボ企画を活用したプロモーションを実施するとともに、米子空港を発着するソウル・台北便に

ついて、観光情報の発信及びツアー造成を行い、利用促進につなげるキャンペーンを実施する。 

  （観光戦略課） 
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   ・インド・オディシャ州友好交流事業 …………………………………………… ８，０００千円 

インド・オディシャ州との地域間交流、人材確保、企業進出支援等を促進するため、友好協

定締結に向けて県民の機運醸成を図るとともに、現地へのプロモーションを行う。 

※インド・オディシャ州との友好協定締結については現在折衝中であるが、実現に向けた蓋

然性が高まってきていることからこの度提出するもの。 

 （交流推進課） 

 

   ・国産材を原料とする木質材料を用いた鉄道用まくらぎの開発事業 ……………… ７００千円 

国産材ＬＶＬを用いた鉄道用木質まくら木の実用化に向け、材料強度、レール接合性能及び

保存技術の検証を行うとともに、屋外暴露試験による耐久性能試験を実施する。（林業試験場） 

 

    ・よなごベイウォーターフロント活用事業 ………………………………… ３１５，１６９千円 

よなごベイウォーターフロントの有効活用を図るため、従来の枠組に代わる新たな民間事業

者による地域活性化へ転換を進める。                          （港湾課） 

 

                                                        

【参考】 

＜公共事業＞                           計 ２，８１０，１２１千円 

  ・補助事業                            ２，７８４，１２１千円 

（農業集落排水、農業農村整備、林道、道路、砂防、治山、港湾、漁港） 

  ・単県事業（道路）                            ２６，０００千円 

  （水環境保全課、農地・水保全課、県産材・林産振興課、技術企画課、道路企画課、道路建設課、 

治山砂防課、港湾課） 

 
 
 


